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本研究では，低炭素交通システムを基本として将来に低炭素社会を実現する方策を検討する基礎として，

具体的な低炭素社会ビジョンを作成する方策について検討するものである．具体的にはタイ東北部の中心

都市であるコンケン市を対象に，現在導入が検討されているBRT５路線の建設を前提に，同時に公共交通

指向型都市開発（TOD）施策，その他のBRT運行改善策，低燃費技術の実施などを行う場合の将来像につ

いて，それぞれの施策が実施された場合と実施されなかった場合について整理を行い，地理情報システム

（GIS）を用いて具体的に都市構造（人口密度，都市活動）を設定し，構築した．その都市構造に基づき，

交通需要予測ソフトを用いて利用者均衡配分を行った結果から，BRTが導入された場合の各施策のCO2排

出量の推計を行い，それぞれの削減可能量を明らかにした． 
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1. はじめに 

 

 近年，地球温暖化防止の観点から持続可能な都市構造

と交通システムの在り方に関して様々な議論と取り組み

が行われている．その中で，交通機関からのCO2排出量

の抑制・削減が世界的に急務となっている．これに対し

て，各国の都市では，環境負荷の小さい公共交通機関の

積極的な導入や環境にやさしい自動車の開発や普及を実

施し，成果を挙げている．しかし，現在もモータリゼー

ションが進んでいる開発途上の都市においては，これら

の取り組みだけで温室効果ガス排出量を地球温暖化防止

の観点から必要とされる20％から50％程度まで削減1)す

ることは，極めて難しいとされている．そこで，環境

省・環境研究総合推進費「アジア低炭素社会に向けた中

長期的政策オプションの立案・予測・評価手法の開発と

その普及に関する総合的研究」では，温室効果ガスの大

きな削減を可能とする将来の低炭素社会ビジョンを先に

提示し，それを目標にバックキャスティングアプローチ

で，削減に向けて実施すべき政策のロードマップを作成

する考え方を構築している．都市交通において，この考

え方に基づいてロードマップを作成していくためには，

都市構造や土地利用を含めた具体的な低炭素社会ビジョ

ンを作成することが重要となる． 

そこで本研究では，タイ東北部の中心都市であるコン

ケン市を対象に，現在導入が検討されているBRT５路線

の建設を前提に，現状のまま発展した場合とTOD施策を

実施した場合のシナリオについて設定する．施策を実施

する場合の具体的な提案とともに，その削減可能量を試

算することで，このようなアプローチが実施可能である

かを検討することを目的とする．  

 

 

2. 研究の位置づけ 

 

わが国における交通部門のCO2排出量は，その約９割

が自動車から排出されており，温室効果ガス排出量を低

減するために小根山ら（1997）2)は，自動車交通からよ

り環境負荷の小さい交通機関への転換，都市活動の集中

や土地利用の適正配置が重要としている． 

低炭素社会に向けて様々な研究が成されている中，脱
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温暖化2050プロジェクト・交通チーム（2009）3)は，2050

年時点を見据えた長期的な低炭素交通ビジョンについて，

大都市圏郊外部で近隣の集約化，都市部では土地利用の

高密度化を進め，郊外部の開発を抑制することにより，

移動距離の10%程度の削減が可能であるという試算結果

を得ている．また，地方都市部でのLRT（Light Rail Trans-

it）やBRTの導入によるCO2排出量の削減見込みを大きく

見ている．また，低炭素社会の将来ビジョンの構築に関

して，松橋（2007）4)はその方法として，バックキャス

ティング，多様な対策の組み合わせによる削減，そして

複数の異なるビジョン・シナリオを構築するといった方

法を挙げている．この中で，低炭素交通ビジョンの実現

に向けた提言を行っているが，望ましい土地利用の方向

性を踏まえた，具体的な低炭素社会の将来像について早

期に議論を始めていくことが重要であるとしており，具

体的な将来像を描くことが急務であると考えられる． 

また森本（2009）5)は，土地利用と交通の相互から持

続可能な都市について，地方中核都市を取り上げ，都市

の形を集約型都市構造へ転換するために，土地利用と交

通の基本的な関係に立ち戻って考えている．その中で，

土地利用から見た交通戦略として，公共交通サービスや

道路空間の適切な整備などを挙げている．一方交通から

見た土地利用戦略については，土地利用を集約させるこ

とが目的とすれば，それに見合った交通機関整備がある

として，将来の街の住民を考えてその戦略を立てること

がカギとなるとしている． 

以上のことから，本研究では低炭素社会を構築するた

めにBRTの導入と一体となったTOD施策を具体的に設定

する必要があると考える．従って，集約型都市構造を意

識した土地利用の適正な配置を行い，その上で自動車か

ら公共交通機関などへの転換を行うことを具体的に設定

していくことが必要であると考えられる． 

 

 

3. 低炭素社会ビジョンの構築 

 

 土地利用の高密度化と公共交通システムの整備が低炭

素社会に向けたビジョン実現のために必要であるとされ

ている6)．図-1に示すように，バックキャスティングア

プローチによるロードマップ作成において設定すべき目

標である将来の低炭素社会ビジョンの作成が必要とされ，

様々な視点よりアジアにおける低炭素社会のシナリオの

開発が行われている．その中でも交通システムの整備は，

低炭素都市の構築には不可欠である．そこで低炭素社会

を意識した交通システム整備を具現化するために，

Avoid，Shift，Improveの視点から実施可能であると考え

られる施策を太田（2003）8)の提示する持続可能な交通

に向けた具体的政策を参考に，表-1に整理する． 
 

 

図-1 低炭素社会シナリオの開発イメージ 7) 

 
表-1 Avoid，Shift，Improveの視点から実施可能な施策 

 

 Avoid（抑制） Shift（転換） Improve（改善） 

技

術 

土地利用・都市計画

（TOD施策等） 

モーダルシフト 

公共交通の整備 

燃費改善 

技術開発（ITS，

EV・燃料電池車） 

 

低炭素都市の構築のためには，Avoid施策として挙げ

た土地利用などのTOD施策，およびShift施策として考え

られる公共交通の整備による交通軸に基づく都市構造の

改編が不可欠である．このことから低炭素社会ビジョン

を構築するためには，都市構造の具体的な提示が必要と

なる．そこで，排出を抑制するTOD施策についてBRT導

入を考慮して設定する．その上で，BRT運行改善策や

Improve施策として挙げた，より排出の尐ない技術とし

ての低燃費技術の導入策などが実施された場合の検討を

行う．その結果，低炭素都市構築の要件となる温室効果

ガス削減が可能か否かの検討を行う．効果の把握のため

に検討を行う内容は，①現状，②BRT導入時に現状のま

ま発展した場合，③BRT導入時にTOD施策を実施した場

合の３シナリオについて分析し，Improve施策は，③の

時点でのみ検討を行う． 

 

 

4. BRT導入計画と都市構造の設定 

 

(1) コンケン市におけるBRT導入計画の概要 

コンケン市では，すでに５路線の BRT 路線の建設が

計画されており，2007年から 2022年の 15年間で合計５

路線が完成し，運行を開始する予定である 9)．コンケン

市で計画中の BRT 路線を図-2 に示す．路線は，ピンク，

赤，青，黄，緑の５色に分けられている．最初の５年間
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でピンク，赤，青の BRT３路線の建設を行い，さらに

次の 10年間で黄，緑のBRT２路線の建設を行う．  

 

 
図-2 対象エリアと計画中のBRT路線 

 

(2) 都市構造の設定 

前述の通り，バックキャスティングアプローチにおい

て目標となる低炭素社会ビジョンは，温室効果ガス排出

量削減を可能にするものでなければならないので，BRT

を交通軸に土地利用を取り入れた都市構造である必要が

ある．そこで，GISを使って，まず現在の都市構造を現

在の人口分布に基づき，図-3に示す通り設定する．次に

将来の都市構造を，既存の交通ネットワークが変化しな

いことを前提に，推計されている将来人口フレームに一

致するように現在の人口分布を拡大し図-4に示す通り設

定する．最後に，目標とする将来の低炭素社会ビジョン

を具体化する都市構造を，既存のネットワークとBRT導

入計画に基づき，図-5に示す通り設定する．具体的には，

単一中心の都市構造を仮定し，BRTのピンクの内側のエ

リアを中心として半径２kmを中心業務地区（以下，

CBD）と設定し，トリップが集中するように設定する．

その外側のエリアについては，住居として，トリップが

発生するように設定した．なお，都市構造の構築の際に

は，250m×250mのメッシュを作成して人口分布を表現す

る．また居住範囲については，BRT路線から徒歩５，６

分で歩ける距離を想定し，BRT路線から半径500mを居

住範囲に設定する． 

 

 

5. 交通需要予測モデルの構築 

 

(1) 対象エリア 

本研究では，図-2に示すコンケン市の96ゾーンを対象

に分析を行う．モデルに再現する道路網は，南北に伸び

る国道２号線，東西へ伸びる国道やコンケン市の市街地

を囲むように走る環状道路等の幹線道路を対象とした．

BRTについては，導入が計画されている５路線を対象と 

 

図-3 人口分布図（現況，2007年） 

 

 
図-4 人口分布図（2022年BRTのみ） 

 

 

図-5 TOD型の人口分布図（2022年BRT，TODあり） 

 

した．なお，本研究では将来交通量の推計を，コンケン

大学により2003年に行われた調査結果で得られた車種別

OD表に基づき行う．またネットワークについては，

2007年現在のネットワークとし，道路の新設は無いもの

とした． 

 

(2) 将来交通量の推計 

交通需要予測ソフトJICA STRADA（以下，STRADA）

を用いて，前述の都市構造の仮定に示した図-3，図-4そ
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して図-5に示す都市構造について交通需要予測を行う．

図-4について，まずゾーン別発生集中交通量を伸び率法

により推計し，続いて分布交通量について現在パターン

法を用いて推計する．なお，成長率は2007年時点の現況

人口と2022年時点の将来人口から伸び率を算出し用いる

こととする．また図-5については，図-4で推計した総発

生集中交通量をコントロールトータルとして，設定した

人口分布に合わせて分布交通量を推計する． 

配分交通量の推計には，旅行時間が最小となる経路選

択を行うように利用者均衡配分法を用いる．なお，経路

選択にはBPR関数を用い，そのパラメータには松井ら

（1998）10)により推計された値を用いる．また等時間原

則を考慮するため，時間評価値や平均乗車人員等は，現

地の調査結果などの報告書11) 12)に基づき，表-2に示す通

り設定した． 

 
表-2 配分交通量の推計に用いる時間評価値等 

 

車種   時間評価値  乗用車  平均乗車人員 

（Baht／台・分）換算係数  （人／台） 

乗用車    2.01    1.00        2.62 

バイク    0.35    0.33        1.75 

ソンテウ      1.03    2.00     12.00 

 

(3) CO2排出量の推計について 

本研究では，リンク距離と交通量，そして各リンクに

おける車種別平均走行速度から求められる排出係数を式

(1b)より算出し，式(1a)に代入して推計する．排出係数は，

大気汚染物質別車種別の排出係数算出パラメータと平均

走行速度から車種別に推計されるものである．排出係数

は，地域の気候，地域における走行特性，車齢分布など

に大きく依存するため，実態にあった排出係数を用いる

必要がある．現状では，多くの開発途上国では，このよ

うな排出係数が作成されていないので，本研究では，

「地球環境問題解決のためのクリーン開発メカニズム

（CDM）推進事業（国土交通省）」の中で，バンコク

を対象に構築された排出係数13)が，対象都市の状況に近

いと判断し用いる． 

 ikikikkik vEfQDE ,,,,   (1a) 

  iiiikik cvbvavEf  2

,,
  (1b) 

ここで，E ：排出量（g），D：距離（km），Q ：

交通量（台／時），Ef ：速度 の時の排出係数（g／

km）， cba ,, ：排出係数算出パラメータ， k ：リン

ク， i ：車種，v：均衡速度（km／時） 

 

 

6. 推計結果 

 

 対象とするシナリオについて推計した結果は，講演時

に報告する． 

 

 

7. おわりに 

 

 本研究で低炭素社会ビジョンを構築するために必要な，

都市構造の具体的な排出を抑制するBRT導入を前提とし

たTOD施策についての作成方法を提示した． 

 低炭素社会構築のためのアプローチのひとつとして提

示した作成方法を用いて，今回提示した都市構造以外に

ついても検討を行いたい． 
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